
（建助様式第２２号別紙２（H27.4.10 改正）） 

 (平 25.5) 

 

事業報告書（事業内容） 
 

 

事業の種類          

      イ 調査・事業計画策定事業 

(ｲ) 建設事業の役割や魅力を伝え、理解を促進するための啓発活動等に関する事業             (ﾛ) 技能の向上を図るための活動等に関する事業 

ロ 入職・職場定着事業     (ﾊ) 評価・処遇制度（職務（責任度）又は職能（仕事の難易度等）に応じて評価・処遇する制度）等の普及等に関する事業     (ﾆ) 労働災害予防等のための労働安全管理の普及等に関する事業 

(ﾎ) 労働者の健康づくり制度の普及等に関する事業          (ﾍ) 技能向上や雇用改善の奨励に関する事業         (ﾄ) 雇用管理に関して必要な知識を習得させる研修等の実施に関する事業 

(ﾁ) 女性労働者の入職や定着の促進に関する事業 

① 事 業 の 内 容 ② 具体的実施方法 ③実施時期 ④ 費   目 ⑤所要費用額 ⑥ 算  出  基  礎 ※算定基準額 ⑦ 備       考 
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※助成額 

算出基準額の合計×2/3 
（中小建設次魚主団体以外は1/2） 

 
円 
 

 

（注）１ 裏面の注意事項を参照して下さい。 

（注）２ ※印欄は、記入しないで下さい。 



（建助様式第 22 号別紙 2 の裏面） 

 

 

記 入 上 の 注 意 
 

１ 当該事業の種類ごと（例：ロ 入職・職場定着事業(ｲ) 建設事業の役割や魅力を伝え、理解を促進するための啓発活動等に関する事業）に別葉を

もって作成し、該当する事業にも○印を付けて下さい。 

２ ①「事業の内容」欄は、「建設労働者確保育成助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり支援コース（事業主団体経費助成））支給申請書」（建

助様式第２２号）の「事業の内容」欄で選んだ内容を記入して下さい。 

３ ②「具体的実施方法」欄は、①「事業の内容」欄で記載した内容の実施方法を具体的に記入して下さい。 

４ ④「費目」欄は、講師謝金、旅費、施設借上料、会議費等の費用区分を記入して下さい。 

５ ⑤「所要費用額」欄は、④「費目」に対応する所要費用額及びその事業の内容ごとに所要費用額の小計を記入して下さい。 

６ ⑦「備考」欄は、次の事項を記入して下さい。 

 (1) 自ら雇用する労働者から費用を徴収する場合は助成の対象とはなりませんが、それ以外の者から事業の実施に当たって費用の一部を徴収した場

合は、その費用の総額及び内訳 

(2) 講習等を実施した場合は、実施時期、場所、参加者の内訳（別紙でも可）、講習等の内容、講師名、講師の勤務先、旅費の内訳、教科書名、会

議費の内訳等 

(3) 図書等の購入を行った場合は、署名等 

(4) 制度導入等に関する資料収集を行った場合は、資料内容、収集経費等 

(5) その他参考となる事項 

７ ※印欄は、記入しないで下さい。 

 

 


